
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３０年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 堀内理恵

全体計画 経費区分 － 内線 3248

事務事業名 4121 交通安全対策事業

所　　属 120500 市民環境部・市民課

施　　策 03021500 交通安全対策の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 020111 総務費・総務管理費・交通防犯費
科目

事業 010000 交通安全対策事業

事業目的 事業概要・効果 

交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図り、交通 県内では高齢者が関与する交通事故割合が増えており

安全意識の高揚及び交通安全対策を推進する。 、健康教室等での講話や世帯訪問により、交通安全意

識の啓発を図った。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

警察署、交通安全協会等と連携した啓発活動 警察署、交通安

内

全協会等と連携した啓

部

発活動

交通指導員・Ｌ

評

ＰＳ隊員による街頭啓

価

発活動等 交通指導員・

【

ＬＰＳ隊員による街頭

二

啓発活動等

１８３人 1

次

85人

平成29年度　

】

実績 平成30年度　予

1

定

警察署、交通安全協

頁

会等と連携した啓発活

平

動 警察署、交通安全協

成

会等と連携した啓発活

３

動

交通指導員・ＬＰＳ

０

隊員による街頭啓発活

年

動等 交通指導員・ＬＰ

度

Ｓ隊員による街頭啓発

　

活動等

177人 人が集

行

まる機会に合わせた啓

政

発活動

 

平成31年度

評

　予定 平成32年度　

価

予定

警察署、交通安全

事

協会等と連携した啓発

業

活動 警察署、交通安全

別

協会等と連携した啓発

シ

活動

交通指導員・ＬＰ

ー

Ｓ隊員による街頭啓発

ト

活動等 交通指導員・Ｌ

実

ＰＳ隊員による街頭啓

計

発活動等

  

対象 評価対象



0年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,322 6,528

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 2,170 2,168

一般財源 2,152 4,360

正規職員 0.5 0.5
人員数

嘱託職員 0.0 0.0
（人）

臨時職員 0.8 0.6

正規職員 3,574.5 3,574.5

人　員 嘱託職員 0.0 0.0

コスト 臨時職員 943.2 707.4

計 4,517.7 4,281

内

.9

市民一人当たりの

部

経費 0.2 0.2

総額

評

8,839.7 10,

価

809.9

（単位：千

【

円）

平成29年度決算

二

　事業費の内訳

主な節

次

金額 内容

交通指導員・

】

LPS隊員活動謝礼5

2

70
8節  報償費 5

頁

70

交通指導員制服、

指

装備品等489
11節

 

 需用費 828

交通安

標

全教育センター清掃草

 

刈委託料60
13節 

名

委託費 78

路面標示設

算

置工事199
15節 

　

工事請負費 199

交通

　

安全協会負担金580

式

19節 負担金補助及

単

び交付金 1,362
長

位

野県民交通災害共済組

年

合加入事務交付金77

　

8

臨時職員賃金・社会

　

保険料897、青パト

度

他車両検査手数料10

平

6
その他 1,285

成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 人身事故の年間発生件数

算　　式 須坂警察署での集計による 単位 人

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 - - - - 150
目 標 値

実 績 186 156

指標選定 運転免許保有者数・自動車保有台数の増加、社会経済活動の24時間化等により、交通事故の発生が懸念される

の 理 由 ため

最終年度 事故多発か所等における安全対策の実施や道路交通環境の整備、関係機関と連携した交通安全意識啓発の取組

目標の根拠 みを行うため

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成3



委

  価

コメント

・事業

託

の成果は上がっている

費

か

・目標に対する達成

1

度は十分か

有 効 性

5

・市民生活上の課題解

節

決に貢献しているか 有

 

効

・行政内部の管理上

工

の課題解決に貢献して

事

いるか

・事業の目的が

請

達成できるような事業

負

内容になっているか

平

費

成29年度には交通死

1

亡事故ゼロ700日を

9

達成した。

世帯訪問や

節

高齢者健康教室などで

 

の啓発が浸透してきて

負

いる。
評   価

コメ

担

ント

・成果を落とさず

金

にコストを削減する方

補

法はあるか

効 率 性

助

・効率性向上に努めて

及

いるか 変わらない

・使

び

用料などの受益者負担

交

や補助対象事業の範囲

付

など、財源確保の余地

金

はないか

須坂警察署、

そ

安協と連携を取りなが

の

らより効果的な方法を

他

検討している。

評  

Ｃ

 価

コメント

振り返り

Ｈ

（決算年度の取組み課

Ｅ

題）

人身事故の件数は

Ｃ

減少しているが、高齢

Ｋ

者の事故割合が下がっ

個

ていない。運転免許証

別

の自主返納を含めた交

評

通安全意識の

高揚を図

価

って行く。

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成30

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

交通指導員・LPS隊

平

員活動謝礼570
8節

成

  報償費 570

交通

3

指導員制服、装備品等

0

398
11節 需用費

年

1,025

交通安全教

度

育センター清掃草刈委

当

託料（望岳台区）60

初

 ほか
13節 委託費

予

87
 

路面標示設置工

算

事1,000
15節 

　

工事請負費 1,200

事

望岳台交通安全教育セ

業

ンター信号機等撤去工

費

事200

交通安全協会

の

負担金580
19節 

内

負担金補助及び交付金

訳

1,401
長野県民交

主

通災害共済組合加入事

な

務交付金817

臨時職

節

員賃金・社会保険料9

金

13、青パト他車両検

額

査手数料208
その他

内

2,245

ＣＨＥＣＫ

容

個別評価

項目 評価観点

8

評価内容

・市民の生命

節

・財産を守るため市が

 

実施することが必要不

 

可欠な事業であるか

・

報

行政内部の管理運営上

償

必要な事業であるか

必

費

 要 性 ・市が主体と

1

なり実施すべき事業か

1

高い

・法的な根拠や公

節

的関与の妥当性はある

 

か

・目的は結果（施策

需

の目指す理想）に結び

用

ついているか

依然高齢

費

者の事故率は下がって

1

いない。

事故の多い交

3

差点を重点として警察

節

、安協等と連携した活

 

動が必要である。
評 



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

6月に死亡事故が発生してしまった。(死亡事故ゼロ80 安協や警察と連携した事業実施により

内

効果的な取り組

0日越

部

え） みとなる。免許自

評

主返納者に対する支援

価

について、引

長野県警

【

から死亡事故多発警報

二

はすでに2回出ている

次

き続き検討を

。 要する

】

。

引き続き、事業を推

4

進していく必要がある

頁

。

外部評価

次年度以降

Ａ

の方向性

外部評価コメ

Ｃ

ント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


